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市役所の行政組織を一部変更（4月1日〜）
問総務課 人事・法制係（℡88-8809）

令和8年度の児童扶養手当と特別児童扶養手当の額は、2025年全国消費者物価指数の実績値に基づき変
更されます。手当を受けるには、申請が必要です。支給要件など、詳しくは問い合わせください。

■児童扶養手当
離婚などでひとり親になった家庭などの、生活の
安定と自立促進のために支給されます。
■特別児童扶養手当
精神または身体が、法令で定める程度以上の
障がいの状態にある20歳未満の児童の福祉増
進のために支給されます。

児童扶養手当・特別児童扶養手当の額変更
問子ども子育て課 子ども子育て係（℡64-1535）

手当の名称 手当額（月額）

児童扶養
手当

全部支給 48,050円
一部支給 11,340～48,040円

第２子以降
加算額

全部支給 11,350円
一部支給 5,680～11,340円

特別児童
扶養手当

1級 58,450円
2級 38,930円

市役所などに自動録音機を導入（4月1日〜）
問総務課 人事・法制係（℡88-8809）

行政サービスの向上と適正な業務執行のため、市役所などに自動録音機を導入します。皆さまのご理解とご協
力をお願いします。

変更前 変更後（4月1日～）
総務部 総務課 人事係
総務部 総務課 文書法制係 総務部 総務課 人事・法制係

企画部 総合政策課 シティプロモーション係
企画部 総合政策課 公共交通政策係 企画部 総合政策課 政策推進係

市民部 人権・同和対策室 市民部 人権・同和・男女共同参画推進室

保健福祉部 健康づくり課 市民部 健康づくり課　☆

保健福祉部 介護福祉部

建設都市部 建設課 管理係 建設都市部 建設課 庶務係に統合

教育部 教育総務課 学校施設係 教育部 教育総務課 施設係

☆窓口サービスの利便性向上と効率化を図る「ワンストップ窓口」の更なる推進のため、健康づくり課を市民部
に移管します。

■自動録音機とは 電話をかけると、録音する旨の案内音声が流れ、その後通話内容が録音されます。
市からの発信の場合は、案内音声は流れませんが通話は録音されます。

■導入施設 市役所本庁舎（別館含む）、山川支所　※５月から市消防本部にも導入します。

下水道は正しく使いましょう
問上下水道課 下水道係（℡64-1533）

下水道を正しく利用しないと、下水道管や汚水処理施設などが詰まって流れに支障をきたし、維持管理に大きく
影響を及ぼします。下記のポイントに注意し、適正な利用をお願いします。
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市民協働まちづくり事業を支援します
問企画振興課 企画・地方創生係（℡64-1504）

市民と行政の協働による魅力あるまちづくりを推進するため、自主的・主体的にまちづくりに取り組む団体に対
し、その事業費の一部を補助します。

■対象団体（①〜③すべてを満たすこと）
①5人以上で構成され、その過半数が市内在住または在勤、在学
②団体の組織・運営を定めた規約や会則などがある
③活動拠点と主な活動場所が市内である

■対象事業
地域活性化や課題解決を目的に、新規または既存の活動を拡充
するもので、自発的な参加によって行われる公益性のある事業

■補助金額
対象経費の5分の4以内（上限30万円）

■申請期限 5月8日㈮

まちの良好な景観を守るため、屋外広告
物を掲出する場合は、福岡県屋外広告物
条例に基づく市長の許可が必要です。
営利を目的とした商業広告だけでなく、非
営利のものでも、一定期間継続して屋外
で表示されるものであれば、屋外広告物
に該当します。
詳しくは問い合わせください。

■屋外広告物の例
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屋外広告物の表示には許可が必要です
問都市計画課 都市計画係（℡64-1532）

■事業内容や申請方法など、詳しくは
市ホームページをご覧ください


